別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費

	事業名:新ワークショップ２４(技術開発室等)施設買取事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　商工労働部情報産業課　ＩＴ拠点担当　電話番号：058-272-1111（内3114）

　　　　　　　　　　　 E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,573,463千円（前年度予算額：－千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　平成22年３月に策定された行財政改革アクションプランにもとづき、ワークショップ２４を県有化するため、岐阜県住宅供給公社からワークショップ２４の建物（備品等を含む）を取得する。
　なお、県有化後は、岐阜総合庁舎内現地機関移転に伴う県関係機関等の再配置の受け皿や、情報科学芸術大学院大学の一部機能の移転先等として利活用する予定。
	２　所要経費


ワークショップ24建物１～７Ｆの不動産鑑定額1,573,463千円

※建物全体(１～10F)の不動産鑑定額：19.6億円
８～10階（住宅）までの不動産鑑定額380,083千円については、ワークショップ24施設(住宅)買取事業費（都市建築部）で予算計上。
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした地域づくり

　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　・産学官、企業間連携による新技術、新商品開発を支援する
・中部圏のＩＴ人材育成・供給拠点であるソフトピアジャパンの活用を促進する
	２　これまでの取組状況


ワーショップ２４は、ソフトピアジャパンプロジェクトの一環として、県住宅供給公社の所有施設として平成１４年に設置して以来、ベンチャー企業や、地域企業等に事務所機能等を提供し、エリアの産業集積、振興に貢献してきた。
	３　これまでの取組に対する評価


平成１６、１７年には、入居率が８０％を超えるなど、ソフトピアジャパンエリアへの情報産業企業の集積に一定の貢献を果たしていたが、長引く契機の低迷や県の大型プロジェクトの終了などに伴い、近年では入居状況も低迷し、所有者である県住宅供給公社の経営を逼迫してきた。
こうした状況を踏まえ、行財政改革アクションプランではワークショップ２４を公社経営から切り離し、県有化することとされており、今後は、県有施設として、有効活用を図っていく。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,573,463
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,573,000
	463

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
































